
【東京選挙区】 得票数 得票率％得票数 得票率％

当 川村 ゆうだい 11,425 10.91% 606,181 8.71%

当 鈴木 大地 9,910 9.46% 772,272 11.09%

当 さや 9,894 9.45% 668,568 9.60%

当 牛田 まゆ 9,838 9.40% 634,304 9.11%

当 吉良 よし子 9,297 8.88% 562,443 8.08%

当 奥村 よしひろ 8,450 8.07% 585,948 8.42%

小坂 英二 6,669 6.37% 276,097 3.97%

おときた 駿 6,207 5.93% 382,996 5.50%

当 塩村 あやか 5,977 5.71% 517,885 7.44%

たけみ 敬三 5,572 5.32% 355,369 5.10%

おくむら まさよし 4,280 4.09% 368,067 5.29%

平野 雨龍 3,770 3.60% 235,411 3.38%

みねしま 侑也 3,659 3.49% 250,539 3.60%

山本 ジョージ 3,295 3.15% 243,092 3.49%

吉田 あや 1,762 1.68% 128,746 1.85%

山尾 しおり 1,235 1.18% 106,230 1.53%

西 みゆか 916 0.87% 80,552 1.16%

他 2,557 2.44% 187,599 2.69%

無効票2,017

荒川区 東京都
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保守・ 新
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2025年7月20日投開票　参議院選挙

有権者数 投票率 有権者数 投票率

172,976 61.70% 11,558,633 61.52%

【比例代表】 得票数 得票率％ 得票数 得票率％

自由民主党 18,098 17.27% 1,070,441 17.67%

国民民主党 16,384 15.63% 932,258 15.39%

参政党 12,102 11.55% 678,137 11.20%

公明党 9,999 9.54% 449,536 7.42%

立憲民主党 9,500 9.06% 718,778 11.87%

日本共産党 7,590 7.24% 389,326 6.43%

日本保守党 7,320 6.98% 372,334 6.15%

チームみらい 6,532 6.23% 387,352 6.40%

日本維新の会 5,978 5.70% 343,344 5.67%

れいわ新選組 5,155 4.92% 318,563 5.26%

社会民主党 2,085 1.99% 147,120 2.43%

再生の道 1,648 1.57% 96,698 1.60%

ＮＨＫ党 1,213 1.16% 69,906 1.15%

その他 1,215 1.16% 82,980 1.37%

無効票1,899

荒川区 東京都
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参
院
選
が
終
わ
り
ま
し
た
。

当
落
と
と
も
に
、
各
党
、
候
補

者
が
掲
げ
た｢

公
約｣

が
今
後
ど

う
な
っ
て
い
く
の
か
、
そ
の
実

現
に
誠
実
に
取
り
組
む
の
か
が

問
わ
れ
ま
す
。

参
院
選
の
最
大
の
争
点
の
一

つ
が
消
費
税
減
税
で
す
。

日
経
新
聞
の
候
補
者
ア
ン
ケ
ー

ト
で
は
、
「
参
院
選
の
自
民
候

補
に
公
約
と
ズ
レ
『
消
費
税
減

税
』
４
割
」
…
と
い
う
結
果
が

出
ま
し
た
。

ま
た
、
政
党
別
の
公
約
で
は
、

自
民
、
公
明
を
除
き
何
ら
か
の

消
費
税
減
税
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

世
論
に
７
割
も
物
価
高
騰
対

策
で
何
ら
か
の
消
費
税
減
税
を

求
め
て
い
ま
す
。

消
費
税
減
税
こ
そ

最
大
の
物
価
高
騰
対
策

世
論
も
新
し
い
参
議
院
で
も

消
費
税
減
税
が
多
数
で
す
。

民
意
に
添
っ
て
各
党
が
国
会

で
ど
う
い
っ
た
主
張
、
行
動
を

行
う
の
か
、
注
視
し
て
い
き
ま

す
。同

時
に
、
直
接
区
民
の
暮
ら

し
寄
り
添
う
べ
き
荒
川
区
と
し

て｢

国
政
の
問
題｣

と
い
っ
て
逃

げ
る
の
で
は
な
く
、
区
民
の
暮

ら
し
と
地
域
経
済
活
性
化
の
た

め
に
も
国
に
「
消
費
税
減
税
」

の
声
を
上
げ
る
と
き
で
す
。

定例法律相談

８月はお休です
※お急ぎの方は、ご

連絡下さい。別の法

律相談を紹介します。

20
日
投
開
票
の
参
議
院
選
挙

は
、
昨
年
の
衆
議
院
選
挙
に
続

い
て
与
党
（
自
公
）
が
過
半
数

割
れ
と
な
り
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
は
、
東
京
選
挙

区
で
吉
良
よ
し
子
議
員
が
３
期

目
の
当
選
を
果
た
し
ま
し
た
が
、

比
例
で
は
２
議
席
に
と
ど
ま

る
、
た
い
へ
ん
悔
し
い
結
果

に
な
り
ま
し
た
。

投
票
率
は
東
京
で
は
40
年
ぶ

り
に
６
割
を
超
え
ま
し
た
。
荒

川
区
で
も
、
前
回
の
参
議
院
選

挙
（
２
０
２
２
年
）
よ
り
５･

６
ポ
イ
ン
ト
上
が
り
ま
し
た
。

暮
ら
し
と
政
治
が
密
接
に
関

係
し
て
い
る
こ
と
、
基
本
的
人

権
や
日
本
の
平
和
は
ど
う
す
れ

ば
守
れ
る
の
か
…
も
っ
と
も
っ

と
国
民
の
中
で
活
発
に
議
論
す

る
た
め
に
ど
う
す
る
か
？

み
な
さ
ん
の
ご
意
見
な
ど
、

ぜ
ひ
お
寄
せ
く
だ
さ
い
。

ＳＮＳ・動画４７％が参考に
時事通信が20日に行った出口調査では、ＳＮＳや動画サイト

を参考にしたかについて、「参考にした」は、「ある程度」

を含め46.9％、「参考にしなかった」は、「あまり」も含め5

0％でした。同時にＳＮＳ上でフェイク＝嘘が拡散され、真実

が伝わらないなどの問題への対応も問題になっています。



【荒川区では93か国・2万人以上の外国籍の人たちが暮らしている】（2025年1月1日時点）

中国 9,064  タイ 235 カナダ 48 メキシコ 18        

韓国 4,389  米国 222 パキスタン 47 コロンビア 17        

ネパール 2,669  モンゴル 131 ブラジル 45 ルーマニア 13        

ベトナム 1,947  インド 121 イタリア 44 ペルー 13        

ミャンマー 1,630  英国 104 ドイツ 42 ニュージーランド 13        

フィリピン 598    マレーシア 85  トルコ 32 ナイジェリア 12        

台湾 559    バングラデシュ 83  シンガポール 29 チリ 11        

ウズベキスタン 297    フランス 81  オーストラリア 25 その他・無国籍 172       

朝鮮 286    ロシア 80  スペイン 23 

インドネシア 255    スリランカ 78  イラン 21 
計・93か国 23,539   
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荒
川
区
の
人
口
は
、
今
年
６

月
時
点
で
見
る
と
、
20
年
で
３

万
２
８
５
０
人
増
加
。
区
内
の

外
国
籍
人
口
も
１
万
１
３
９
８

人
増
加
。
区
内
人
口
に
対
す
る

割
合
も
７
％
か
ら
10
・
６
％
に

増
え
て
い
ま
す
（
左
下
グ
ラ
フ
）
。

区
内
に
住
む
外
国
籍
の
方
は
、

歴
史
的
に
韓
国
、
朝
鮮
の
方
が

大
半
で
し
た
が
、
現
在
で
は
93

か
国
の
人
々
が
区
内
に
居
住
し

生
活
し
て
い
ま
す
。
日
本
の
制

度
や
習
慣
を
理
解
し
て
も
ら
え

る
よ
う
、
分
か
り
や
す
い
周
知

や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
支
援

が
さ
ら
に
重
要
に
な
っ
て
い
ま

す
。

フ
ェ
イ
ク
＝
嘘
は
許
さ
れ

な
い選

挙
中
に
一
部
の
政
党
や
候

補
者
か
ら
排
外
主
義
的
な
言
動

が
相
次
ぎ
ま
し
た
。

日
本
の
人
手
不
足
を
補
う
外

国
籍
労
働
者
が
欠
か
せ
な
い
現

状
の
一
方
で
、
「
外
国
人
が
ふ

え
る
と
治
安
が
悪
化
」
「
外
国

人
を
優
遇
し
て
い
る
」
な
ど
事

実
に
反
す
る
情
報
が
拡
大
し
て

い
ま
す
。

実
際
は
、
外
国
人

の
犯
罪
件
数
は
２
０
０
５
年
を

ピ
ー
ク
に
現
在
３
分
の
１
に
減

少
、
総
件
数
の
２
％
程
度
で
す
。

文
科
省
の
博
士
課
程
・
支
援

制
度
「
返
済
不
要
の
１
０
０
０

万
円
」
の
約
６
割
は
日
本
人
に

支
給
。
留
学
生
33
万
人
超
の
97

％
は
公
的
支
援
ゼ
ロ
、
仕
送
り

と
バ
イ
ト
で
や
り
く
り
し
て
い

ま
す
。

区
が
外
国
人
へ
の
偏
見
・

誤
解
を
な
く
す
広
報
を

荒
川
区
は
、
す
で
に
述
べ
た

よ
う
に
、
歴
史
的
に
韓
国
・
朝

鮮
籍
の
方
を
は
じ
め
、
多
く
の

外
国
人
の
方
と
と
も
に
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
つ
く
っ
て
き
ま

し
た
。
ま
た
、
納
税
も
し
、
地

域
経
済
を
支
え
て
き
た
隣
人
で

す
。

国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
う

ち
外
国
人
は
約
４
％
で
す
が
、

外
国
人
に
給
付
さ
れ
て
い
る
医

療
費
は
全
体
の
1
・
39
％
で
、

外
国
人
へ
の
給
付
は
む
し
ろ
少

な
い
の
で
す
。

日
本
に
来
る
外
国
人
は
、
働

き
盛
り
の
健
康
な
人
が
多
く
、

税
金
や
保
険
料
を
納
め
る
こ
と

で
、
日
本
の
社
会
保
障
の
重
要

な
支
え
手
に
も
な
っ
て
い
ま
す
。

「
食
い
つ
ぶ
し
」
な
ど
、
と
ん

で
も
あ
り
ま
せ
ん
。

一
方
、
外
国
人
の
国
保
料
納

付
率
は
現
在
63
％

で
す
。
こ
れ
を
高

め
る
た
め
に
は
、

経
済
的
困
難
の
解

決
、
保
険
制
度
へ

の
理
解
の
促
進
が

必
要
で
す
。
こ
れ

が
政
治
の
仕
事
で

は
な
い
で
し
ょ
う

か
。

７
月
14
日
か
ら
町
屋
駅
前
の
三
井
住

友
銀
行
の
１
階
に
ス
タ
ー
バ
ッ
ク
ス
、

２
階
に
シ
ェ
ア
ラ
ウ
ン
ジ
が
開
店
し
ま

し
た
。
銀
行
の
窓
口
と
Ａ
Ｔ
Ｍ
は
、
従

来
通
り
１
階
に
あ
り
ま
す
。

以
前
か
ら
話
題
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。

こ
れ
で
街
の
雰
囲
気
は
ど
う
変
わ
る
で

し
ょ
う
か
。
以
前
は
銀
行
と
交
番
の
囲

ま
れ
た
と
こ
ろ
が
表
玄
関
で
し
た
。

近
く
に
は
、
城
北
信
金
が
運
営
す
る

地
域
活
性
化
の
拠
点
と
し
て
の
イ
ン
キ
ュ

ベ
ー
シ
ョ
ン
オ
フ
ィ
ス
と
一
体
化
し
た

カ
フ
ェ
が
あ
り
ま
す
。
今
回
は
、
イ
ン

キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
オ
フ
意
思
は
あ
り
ま

せ
ん
が
、
仕
事
ス
ペ
ー
ス
と
し
て
シ
ェ

ア
ラ
ウ
ン
ジ
は
で
き
ま
し
た
。
違
い
は
、

信
金
が
直
接
創
業
支
援
の
オ
ッ
フ
ィ
ス

を
設
置
し
て
い
る
こ
と
で
す
。
や
は
り

地
域
密
着
の
信
金
の
役
割
は
、
こ
れ
か

ら
も
っ
と
必
要
で
す
ね
。
横
山
幸
次

地方自治の本旨から見ると
荒川区など地方自治体は、「住民福祉の

増進」が最大の役割です。その対象は、国

籍などに関係なく、そこに住む住民全体で

す。一時的な滞在者も同様です。

内国民待遇（National Treatment）とは
国際法や通商条約における基本原則の一

つで、外国の個人や企業に対して、自国民

と同等の待遇を与えることを意味します。

その範囲は、国際人権規約とも関連し、

外国人居住者への子育て支援や医療制度の

適用範囲などにも当てはまる、国際基準と

なっています。

《事実はどうでしょうか》

☆外国人の生活保護は増えている？

この10年在日外国人は約1.7倍に増加。

しかし生活保護利用は減少(2013年7万52

48人→23年6万5683人)。外国籍の生活保

護利用者は2.9%にすぎません。

☆土地売買？ 外国人の不動産投資は、

自民・公明政権の規制緩和、アベノミク

スが招いた結果。外国人かどうかでなく、

投機目的の不動産購入を規制すべきです。


